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論文及び審査結果の要旨 

  窒素同化はタンパク質生成の鍵であり、生態系は窒素固定や食物連鎖等を通じて活性窒素

（窒素化合物）を利用し、窒素を循環させている。農業革命は化学肥料によって活性窒素を農地

に大量に投入し、農業生産の飛躍的増大に成功した。半面、人間活動による活性窒素の排出（窒

素負荷）は自然界の活性窒素を過剰にし、酸性雨、富栄養化、気候変動、オゾン層破壊、大気汚

染などの環境問題を引き起こしている。過剰な活性窒素による窒素循環の改変は、生物多様性喪

失と気候変動とともに、現代の主要な環境問題の一つである。本論文では、窒素負荷の指標であ

る窒素フットプリント（以下、NF）の評価手法の改良を通じて、窒素負荷に関する日本を含む

諸国の実態、特に水産物を通じた負荷の再評価、食生活を通じた負荷の軽減策を論じた。 
 第一章では NF に関する先行研究を総括し、改良すべき点を抽出した。フットプリントという

呼称は人間活動の環境負荷を、どの程度の面積があれば支えられるかを評価したもので、生態フ

ットプリント（以下、EF）がよく知られている。NF は環境中に排出される活性窒素の総量で評

価する。NF は主にエネルギー消費と食料消費を通じて生じる。たとえば肥料を投じて農作物を

生産し、それらを用いて畜産物を生産し、加工し、消費し、廃棄する過程のどの段階で活性窒素

がどの程度排出されるかを分析する。先行研究の NF 評価は主に各食材に排出係数を設定し各々

に推計するボトムアップ分析を用いて行われてきた。その代表的な手法は、食料とエネルギーか

らの諸々の活性窒素種（N2O、NH3、NO3-、NO、NO2、それ以外の無機態および有機態の窒

素）を区別せず総和として窒素負荷を測る窒素計上(N-Calculator)法である。活性窒素種のうち

生活排水と農地から水環境中に排出される NF を潜在的水域排出窒素（以下、Nwp）として区別

する。これは主に NO3-である。同じタンパク質を摂取するのに要する NF は、豚肉や牛肉で高

く、鶏肉や水産物がそれに続き、大豆などでは低いと評価されている。 
ボトムアップ分析は、個々の製品の製造過程から計算でき、その軽減策も検討できるため、産業

界に応用可能である。しかし、この方法ではマクロ経済全体を網羅することはできず、原料の調

達先をたとえばある輸入国から国産に変えたときには、それまで国産品を使っていた別の製品の

NF も変わるはずであるが、このような供給連鎖全体への波及効果は追跡できない。これを評価

するには、各国各産業部門間の産業連関分析が有用であり、これはトップダウン分析に分類され

る。これには単一地域での各産業部門間の産業連関(SRIO)モデルと、貿易収支を詳細に考慮した

多地域間産業連関（MRIO）モデルによる分析がある。EF では MRIO モデルを用いた先行研究

があるが、NF で MRIO モデルを用いた評価を行ったのは本論文が最初である。 



 2 章では、トップダウン分析による 188 国・地域の 15,000 部門のデータを用いて活性窒素種

ごとの NF の各国収支を評価した。温室効果ガスでオゾン層破壊物質でもある N2O とともに、

NH3、NOx、Nwp に分けて計上した。国際的な肥料使用量データおよび FAOSTAT データとと

もに、IPCC ガイドラインの係数を使って排出量を計算し、MRIO モデルを用いて国際産業連関

データベースと結び付けた。各国の年間一人当たりの NF は、7kgN から一部の富んだ国の

100kgNまでばらついている。人口が多い4カ国が世界全体のNFの46%を占めている（中国19%、

インド 11%、米国 10%、ブラジル 6.0%）。それらに次いで多いのは日本、ロシア、インドネシア、

ドイツ、メキシコ、英国で、これら 6 カ国で世界の NF の 13%を占める。他方、これらの国の

NF は必ずしもこれらの国の域内で発生しているわけではない。日本の食生活による NF の多く

は輸入相手国の肥料投入や家畜排泄物などによって相手国で発生している。世界全体の活性窒素

排出の 47%は、中国（20%）、インド（11%）、米国（10%）、およびブラジル（6%）の 4 カ国で

発生しており、ついでロシア、パキスタン、インドネシア、オーストラリア、メキシコおよびア

ルゼンチンの 6 カ国が 12%を占める。世界の NF の約 4 分の 1 は、国境をまたいで取引された

商品から生じる。主要な輸出産業は食料および繊維を生産する農畜産業である。温室効果ガスの

弊害と異なり、窒素負荷の弊害は地域的に生じるため、輸入品の活性窒素排出による環境影響の

多くは NF を発生する商品の消費国とは異なる地で発生する。 
 第 3 章では、水産物に注目したボトムアップ分析による NF 評価の改良を行った。先行研究で

は水産物を天然と養殖に分けて計算後、平均的な魚介類の NF を鶏肉並みとした。けれども養殖

にはハマチのような給餌養殖とホタテやコイのような無給餌養殖があり、これらの NF は全く異

なることが先行研究では無視されている。新しい NF モデルは、日本の水産物構成を考慮したも

のと世界平均を用いたモデルを用いたが、いずれにしても無給餌養殖の NF は天然魚並みに少な

い。その結果、日本人の年間一人当たりの水産物の NF は、先行研究の計算方法では 3.7kgN で

その約 90%が養殖水産物であったが、新しい NF モデルでは 1.5kgN でその NF の 45%が給餌養

殖水産物であると評価された。タンパク質を同じ量摂取するために必要な生産・加工・流通段階

の NF を食材ごとに求めたものを仮想窒素効率(Virtual N factor)と呼ぶが、天然および無給餌養

殖水産物は 0.2、淡水魚やサケ類は 4.8、底魚は 3.9、浮魚その他は 3.4、甲殻類は 8.2 であった

（鶏肉は約 3.4）。牛肉の代わりに天然や無給餌養殖の水産物を食べることで、NF を減らすこと

ができる。 
 第 4 章では、食生活の変更による NF 軽減効果を分析するとともに、本研究全体の意義を論じ

ている。食生活シナリオとして(1)現在のタンパク質摂取量がそもそも栄養学的に十分であること

から、食材構成を維持したうえで摂取量を推奨水準まで下げた場合、(2)肉食の代わりに水産物食

に変えた場合（ただし水産物に占める給餌養殖の摂取比率は現行通り）、(3)肉類に加え乳製品、

卵、給餌養殖水産物について仮想窒素効率の低い大豆、天然または無給餌養殖水産物に変えた場

合、最後に(4)栄養学的に好ましいとされている 1975 年の食生活の場合を評価した。すべてのシ

ナリオで食料 NF を現在より 15%以上減らし、シナリオ(3)は 45%減らすことが分かった。 
 本論文は、世界全体の NF を産業連関分析により評価した最初の研究であり、国際貿易を通じ

た先進国などの輸入によって農畜産物由来製品輸出国における活性窒素排出が大きな環境負荷

となっていることを示した。また、無給餌養殖と給餌養殖を区別して水産物による NF 評価を改

良し、日本人の NF が先行研究よりかなり低いことを示した。これらを通じて、窒素負荷を減ら

すより精緻な工夫を凝らすための情報を提供することができた。先行研究だけでは、無給餌養殖

の水産物を食べることが NF 軽減に効果があるとは理解されなかっただろう。 
以上から、本論文は博士（環境学）の学位論文として十分な内容を有すると審査委員全員が一致

して認めた。 
注 論文及び審査結果の要旨欄に不足が生じる場合には、同欄の様式に準じ裏面又は別紙によること。 


